
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-1

知立(県)-1 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

22,900,000 118,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 91,000

知立市上重原町寺内１０７番１外
194

1:1.2 住宅
Ｗ1

中規模の一般住宅が
多い旧来からの住宅
地域

北東4.8m市道 水道、
ガス、
下水

重原
400m

１住居
( 60, 200 )

( 60, 192 )

150 100 200 50 低層住宅地

10 20 200 長方形

特にない 基準方位　北　　
４．８ｍ市道

重原駅
北方400m

１住居
( 60, 200 )

既成の住宅地域であり概ね現状で推移するものと予測される。郊外の割安物件に対する住宅地需要は強含みであり、地
価は上昇傾向で推移するものと予測される。

戸建住宅地

118,000

／

／

／

方位 +1.0

同一需給圏はＪＲ東海道本線及び名鉄名古屋本線・三河線沿線の知立市及び周辺市に広がる住宅地域である。主たる需
要者は西三河地域に勤務する給与所得者であり、同一需給圏外からの転入は比較的少ない。建設物価の上昇等による取
引総額の増大を抑えるため市郊外の割安物件に対する需要の選好性が高まっている。土地は１５００万円～２５００万
円程度、新築の戸建物件は３０００万円～４０００万円程度が取引の中心である。

対象基準地は画地規模が小さく共同住宅の想定が困難であるため収益還元法の適用ができなかった。比準価格は不動産
の市場性を反映した実証的価格である。採用事例は代替競争関係にある住宅地の事例であり信頼性が高く、また比準の
精度も高い。居住の快適性、利便性等が重視される住宅地域にあり取引価格の水準を指標に価格決定される市場状況に
あることから、比準価格を標準として代表標準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 161.7

101.0
118,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0
0.0

+3.0

0.0

+57.0

0.0

0.0

■ □

115,000

□ □

+2.6

自動車関連産業等が集積する地域のベッドタウンとして発展
している。建築費の上昇等から減速感はあるものの住宅地需
要は堅調である。

住宅の建替えが散見されるものの地域の利用状況に大きな変
動はない。住宅地需要は強含みであり、地価は上昇で推移し
ている。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-2

知立(県)-2 愛知県 愛知第８

株式会社寿資産評価

田代　徳恵

23,600,000 179,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月 10日

令和  7年  7月  4日 令和  7 130,000

知立市広見２丁目１３番
132

1:1.5 住宅
Ｗ2

一般住宅を中心に、
アパート等も混在す
る住宅地域

南6m市道 水道、
ガス、
下水

知立
1km

１住居
( 60, 200 )

20 120 30 100 低層住宅地

10 15 150 長方形

特にない 基準方位北、　　
６ｍ市道

知立駅
南東方1km

１住居
( 60, 200 )

一般住宅、アパート等の低層住宅を中心とする熟成度の高い住宅地域である。特段の変化はなく、現状を維持して推移
していくものと予測される。

低層住宅地

179,000

／

／

／

方位 +8.0

同一需給圏は知立市を中心とする周辺市の住宅地域である。需要者の中心は西三河地域の自動車関連企業等に勤務する
一次取得者である。昭和時代に区画整理事業が行われた地域のため熟成度が高く、供給は少ない住宅地域であるが、商
業施設等に程近く、生活利便性が良好なため地価は安定的に推移している。市場の中心価格帯は、土地１５００万円前
後～２０００万円程度、新築戸建分譲で３５００万円～５０００万円程度である。

画地条件により経済合理性を有する賃貸物件の想定が困難なため、収益還元法は適用しない。市場では自用の住宅目的
の取引が支配的で、実際の売買に基づいた価格を参考に取引を行うことが殆どである。比準価格は、規範性優る取引事
例を重視し、地域の実勢に即応した説得力の高い価格が求められている。また、代表標準地を規準とした価格とも均衡
を得ている。以上より、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 114.4

108.0
179,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

+1.0

+2.0

+11.0

0.0

0.0

■ □

176,000

□ □

+1.7

建築費・金利上昇に加え、米通商政策等の影響による地元自
動車関連企業の先行きへの不透明があり、懸念材料が増して
いる。

市役所、商業施設への接近性を有し、街区が整然として住環
境が良好なため、地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-3

知立(県)-3 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

32,600,000 163,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 130,000

知立市南陽１丁目５０番
200

1:2.5 住宅
Ｗ2

中規模一般住宅、ア
パート等が混在する
住宅地域

北東6m市道 水道、
ガス、
下水

牛田
380m

１中専
( 60, 150 )

100 60 20 100 低層住宅地

10 18 180 長方形

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

牛田駅
西方380m

１中専
( 60, 150 )

区画整然とした住宅地域であり概ね現状で推移することが予測される。住宅地需要は強含みであり、地価は上昇傾向で
推移するものと予測される。

低層住宅地

163,000

／

／

／

方位 +1.0

同一需給圏はＪＲ東海道本線及び名鉄名古屋本線・三河線沿線の知立市及び周辺市に広がる住宅地域である。主たる需
要者は西三河地域に勤務する給与所得者である。市役所、鉄道駅、スーパー、幹線道路等へのアクセスが良好な立地に
ある。建設物価の上昇等で建物の資金負担が増す傾向にあるものの住宅需要は強含みである。土地は画地規模に応じて
２５００万円～３５００万円程度、新築の戸建物件は３５００万円～５０００万円程度が取引の中心である。

対象基準地は間口が狭く経済合理性に見合った共同住宅を想定することが困難であるため収益還元法を適用できなかっ
た。取引事例比較法による比準価格は取引市場の実態を反映し実証的な価格である。自己使用目的が中心の住宅地域に
あり、取引価格の水準を指標として価格決定がなされる市場状況にある。そこで、比準価格を標準として、代表標準地
との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 117.2

101.0
163,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0
0.0

+1.0

0.0

+16.0

0.0

0.0

■ □

161,000

□ □

+1.2

自動車関連産業等が集積する地域のベッドタウンとして発展
している。建築費の上昇等から減速感はあるものの住宅地需
要は堅調である。

鉄道駅徒歩５分程度圏内の住宅地域であり利用状況に大きな
変動はない。住宅地需要は強含みであり、地価は上昇で推移
している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-4

知立(県)-4 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

35,800,000 169,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 130,000

知立市谷田町本林１丁目１１番１４
212

1:2 住宅
Ｗ2

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

西6m市道 水道、
ガス、
下水

東刈谷
980m

１中専
( 60, 150 )

60 100 100 100 低層住宅地

10 20 200 長方形

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

東刈谷駅
北方980m

１中専
( 60, 150 )

熟成した住宅地域であり概ね現状で推移することが予測される。住宅地需要は強含みであるものの、建設物価等の上昇
の影響で地価上昇は抑制的に推移して行くものと予測される。

低層住宅地

169,000

60,400

／

／

方位 +1.0

同一需給圏はＪＲ東海道本線及び名鉄名古屋本線・三河線沿線の知立市及び周辺市に広がる住宅地域である。主たる需
要者は西三河地域に勤務する給与所得者である。鉄道駅、スーパー、幹線道路等へのアクセスが良好な立地にある。建
設物価の上昇等で建物の資金負担が増す傾向にあるものの住宅需要は強含みである。土地は画地規模に応じて２５００
万円～３５００万円程度、新築の戸建物件は３５００万円～５０００万円程度が取引の中心である。

近隣地域には賃貸共同住宅等が見られるものの賃料水準は土地価格に見合うものではなく、対象基準地において共同住
宅の賃貸を想定したものの収益価格は低位に求められた。比準価格は取引市場の実態を反映しており実証的である。居
住の快適性、利便性等が重視される住宅地域にあり、取引価格の水準を指標として価格決定される市場状況にあること
から、比準価格を重視し収益価格を参考に代表標準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 113.1

101.0
169,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0
0.0

+1.0

0.0

+12.0

0.0

0.0

■ □

163,000

□ □

+3.7

自動車関連産業等が集積する地域のベッドタウンとして発展
している。建築費の上昇等から減速感はあるものの住宅地需
要は堅調である。

宅地分譲、戸建分譲がたびたび見られ画地規模はやや縮小傾
向にある。住宅地需要は強含みであり、地価は上昇で推移し
ている。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-5

知立(県)-5 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

22,500,000 169,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 120,000

知立市桜木町桜木６０番７
133

1:1.5 住宅
Ｗ2

市内中心部に近い一
般住宅、共同住宅等
が混在する住宅地域

南6m市道 水道、
ガス、
下水

知立
680m

１住居
( 60, 200 )

40 100 50 100 低層住宅地

10 13 130 長方形

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

知立駅
北東方680m

１住居
( 60, 200 )

熟成した住宅地域であり概ね現状で推移することが予測される。割安物件に対する選好性から住宅地需要は強含みであ
り、地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

低層住宅地

169,000

／

／

／

方位 +8.0

同一需給圏はＪＲ東海道本線及び名鉄名古屋本線・三河線沿線の知立市及び周辺市に広がる住宅地域である。主たる需
要者は西三河地域に勤務する給与所得者である。鉄道駅、幹線道路等へのアクセスが良好な立地にある。建設物価の上
昇等で建物の資金負担が増す傾向にあるものの住宅需要は強含みである。土地は画地規模に応じて２０００万円～３０
００万円程度、新築の戸建物件は３０００万円～４５００万円程度が取引の中心である。

対象基準地は画地規模が小さく間口も狭く経済合理性に見合った共同住宅を想定することが困難であるため収益還元法
を適用できなかった。取引事例比較法による比準価格は取引市場の実態を反映し実証的な価格である。自己使用目的が
中心の住宅地域にあり、取引価格の水準を指標として価格決定がなされる市場状況にある。そこで、比準価格を標準と
して、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 120.8

108.0
169,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0
0.0

+1.0

-2.0

+22.0

0.0

0.0

■ □

164,000

□ □

+3.0

自動車関連産業等が集積する地域のベッドタウンとして発展
している。建築費の上昇等から減速感はあるものの住宅地需
要は堅調である。

熟成した住宅地域であり利用状況に大きな変動はない。住宅
地需要は強含みであり、地価は上昇で推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)-6

知立(県)-6 愛知県 愛知第８

藤哲不動産鑑定事務所

藤本　哲太郎

29,600,000 195,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 150,000

知立市長田２丁目２６番２
152

1:1.5 住宅
Ｗ2

一般住宅のほかにア
パート等が見られる
住宅地域

南西7.8m市道 水道、
ガス、
下水

知立
860m

１住居
( 60, 200 )

90 120 130 180 低層住宅地

10 15 150 長方形

特にない 基準方位北、７．
８ｍ市道

知立駅
南東方860m

１住居
( 60, 200 )

概ね熟成した住宅地域であり、特別の変動要因はなく、当面は現状を維持するものと予測される。地価は堅調な需要を
背景に上昇傾向で推移するものと予測する。

低層住宅地

195,000

／

／

／

方位 +3.0

同一需給圏は知立市及び周辺市の住宅地域である。需要者の中心は地縁的関係を有するエンドユーザー及び自動車関連
企業への通勤者であると考えられる。当該地域は知立市の中心部に近く、住環境も概ね良好で希少性があり、不動産需
要が旺盛であることから地価は上昇傾向で推移している。取引市場の中心となる価格帯は土地のみでは３，０００万円
前後、土地建物の総額で５，０００万円前後と認められる。

対象基準地の属する近隣地域は一般住宅のほかにアパート、事務所兼作業所等も見られる住宅地域であるが、地域内の
不動産の価格は自用の土地及び建売住宅の取引を中心として形成されている。さらに画地規模が小さいこと等収益建物
の想定は非現実的であり収益価格は試算しなかった。よって、本評価では類似地域内の信頼性に富む取引事例を基礎と
して求められ、かつ現在の需給の趨勢を反映している比準価格を重視し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

知立-2

191,000

102.1

103.0 /

103.0
195,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

186,000

■ □

知立-2

191,000

+4.8 +2.1

名古屋市への交通利便性や西三河地域の通勤に適しているこ
と等を背景に、住宅地には品薄感も見られ、需要は堅調を維
持している。

概ね熟成した住宅地域であり、特に目立った変動要因はなく
、地価は上昇傾向にある。

南西道路であり、日照、通風等の居住の快適性が優れ、良好
な競争力を有しているが、個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)5-1

知立(県)5-1 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

327,000,000 198,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 145,000

知立市鳥居１丁目１番１
1,650

台形
1.5:1

店舗、事務所兼作業
所
Ｓ2

店舗や営業所等が建
ち並ぶ国道沿いの路
線商業地域

北西20m国道、
北東側道

水道、
ガス、
下水

知立
980m

準住居
( 60, 200 )

( 70, 194 )

200 120 100 150 低層店舗地

40 30 1,200 長方形

知立・刈谷間の国道沿いに
あって、路線商業地域とし
ては高い繁華性を有する。

２０ｍ国道 知立駅
西方980m

準住居
( 60, 200 )

飲食、物販店舗等が集積する路線商業地域であり、高い繁華性が維持されており堅調な商業地需要が見込まれる。地価
は上昇傾向で推移するものと予測される。

低層店舗地

200,000

124,000

／

／

角地 +7.0

同一需給圏は知立市及び周辺市の路線商業地域が存する圏域である。主たる需要者は物販、金融、保険、建設、不動産
等、幹線道路沿いで店舗、事務所等を運営するノウハウ及び資本を有する事業者である。定期借地による進出が多く、
所有目的の土地取引は少ない。幹線背後には住宅密集地域が広がり集客を見込める立地にあり商業地需要は強含みであ
る。商業地取引は稀少なうえ、立地、規模によりまちまちであり土地取引の中心価格帯の把握は困難である。

対象基準地において店舗の賃貸を想定したものの賃料は土地価格に見合う水準にないことから収益価格はやや低位に求
められた。比準価格は取引市場の実態を反映しており実証的である。一定の賃貸収益は期待されるものの土地取引自体
は自用目的が中心となっており、取引価格水準を指標として価格決定される市場状況にある。そこで、比準価格を重視
し、収益価格を参考に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

刈谷5-3

209,000

101.9

106.0 109.2

107.0
197,000

0.0

0.0

0.0

+6.0

0.0
0.0

0.0

+6.0

+3.0

0.0

0.0

■ □

189,000

□ □

+4.8

知立市は自動車関連産業等が集積、発展している。建築費の
上昇等から減速感はあるものの商業地需要は概ね堅調である
。

幹線道路沿いの商業地域であり高い繁華性が維持されている
。商業地需要は強含みで、地価は上昇で推移している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)5-2

知立(県)5-2 愛知県 愛知第８

株式会社寿資産評価

田代　徳恵

80,200,000 170,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月 10日

令和  7年  7月  4日 令和  7 135,000

知立市谷田町本林１丁目３番５
472

1:1 事務所
Ｓ2

営業所、共同住宅、
店舗兼住宅等が建ち
並ぶ商業地域

南西16m市道 水道、
ガス、
下水

東刈谷
850m

１住居
( 60, 200 )

( 60, 196 )

70 150 40 30 低層事務所地

25 20 500 長方形

特にない。 １６ｍ市道 東刈谷駅
北方850m

１住居
( 60, 200 )

地域要因に特段の変化はないが、鉄道駅やＩＣへのアクセスが良好であり、商住の需要が見込まれる。背後住宅地の地
価上昇にけん引され、地価は上昇基調である。

低層事務所地

170,000

98,600

／

／

ない

同一需給圏は知立市及び周辺市の商業地域が存する圏域である。需要者の中心は幹線道路沿いで店舗、事業所等を営む
地元事業者又は全国規模で営業を展開する法人である。鉄道駅やＩＣへのアクセスが良好であり、地域の価格水準から
多用途が競合するため地価は強含みで推移している。商業地は土地取引が少なく、取引属性、立地、規模によりばらつ
きがあるため、土地取引の中心価格帯の把握は困難である。

比準価格は、規範性優る取引事例を重視して求められており、市場の実勢に即応した価格で説得力が高い。収益価格は
、賃貸市場が未成熟で投資に見合う賃料が得られないため低めに試算された。また、想定建物の建築費、賃料等の想定
要素に左右され、理論的ではあるが流動的な価格であることからその相対的信頼性は劣ると判断した。以上より、収益
価格は参考にとどめ、実証的な比準価格を重視し、代表標準地との検討を踏まえて鑑定評価額を決定した。

■ □

刈谷5-3

209,000

101.9

106.0 118.0

100.0
170,000

0.0

0.0

0.0

+6.0

0.0

0.0

+2.0

+6.0

+7.0

+2.0

0.0

■ □

164,000

□ □

+3.7

建築費・金利上昇に加え、米通商政策等の影響による地元自
動車関連企業の先行きへの不透明があり、懸念材料が増して
いる。

広幅員の道路沿いの商住混在地域であり、利用状況に大きな
変化はない。住宅地としての需要も競合する。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  4日提出

知立(県)9-1

知立(県)9-1 愛知県 愛知第８

株式会社エム鑑定

佐野　正佳

49,600,000 83,500

令和  7年  7月  1日

令和  7年  4月  9日

令和  7年  7月  3日 令和  7 67,000

知立市西町本田１６番１
594

台形
1:2.5

工場兼事務所
Ｓ2

中小規模の工場が建
ち並ぶ国道背後の工
業地域

東6m市道 水道、
下水

知立
1.1km

工業
( 60, 200 )

60 50 10 70 中小工場地

20 30 600 長方形

特にない ６ｍ市道 知立駅
北東方1.1km

工業
( 60, 200 )

国道１号、１５５号等へのアクセス良好な工業地域であり、現状で推移することが予測される。中小工業地の需要は強
含みであり、地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

中小工場地

83,500

32,100

／

／

形状 0.0

同一需給圏は知立市及び周辺市を中心とした三河一円の工業地域である。主たる需要者は製造加工等の工場や関連倉庫
等を運営するノウハウ及び資本を有する事業者である。近隣地域は幹線道路へのアクセス良好な工業地域であり、多様
な業種に対応可能と考えられる。供給が少ないため工業地の需要は強含みである。工業地は、規模、当事者の属性、取
引目的等により価格に幅が見られるため、土地取引の中心価格帯の把握は困難である。

対象基準地において倉庫の賃貸を想定したものの賃貸市場は成熟しておらず土地価格に見合う収益が期待される状況に
なく、収益価格は低位に求められた。比準価格は取引市場の実態を反映しており実証的である。土地取引自体は自用目
的が中心となっており、取引価格水準を指標として価格決定される市場状況にある。そこで、比準価格を重視し、収益
価格を参考に、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

刈谷9-1

80,000

101.2

101.0 96.0

100.0
83,500

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0
0.0

+2.0

-4.0

-2.0

0.0

0.0

■ □

79,500

□ □

+5.0

知立市では企業誘致・企業立地の各種施策が整備されている
。建築費の上昇等から減速感はあるものの工業地需要は概ね
堅調である。

中小工場等が見られる状況に変動はない。工業利用可能な立
地は稀少なため工業地の需要は強含みであり、地価は上昇で
推移している。

個別的要因に変動はない。


